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依頼論文

大学の地域連携はなぜ継続が難しいのか 
―世田谷区での防災に関わる地域連携の実践と課題―
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Abstract

This paper aims to clarify the issues and future possibilities of why regional cooperation does not continue or 
progress well as a university or faculty unit through examples of regional cooperation with university students 
and future efforts. Community partnership of the universities is conducted at all universities in Japan. It is true 
that there is a demand for it to be actively promoted. In the region, due to population decline and aging, it is 
thought that the key is regional cooperation involving many entities, not just the government. This phenomenon 
is also occurring in Tokyo, where various efforts are being made, such as the participation of not only elderly 
people but also students in community disaster prevention events and exchanges with residents through students. 
Regarding disaster prevention, there is concern about an earthquake directly beneath the capital, so there is a 
great role expected of universities, including the existence of students as disaster prevention leaders and the 
improvement of community disaster prevention capabilities. There is also a movement for universities, which 
are leaders, to actively engage with the community. However, there are times when the goals of the three parties, 
the government, the residents, and the universities, do not coincide. Therefore, this paper clarifies the issues and 
possibilities of regional cooperation from examples with students.
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1. はじめに
　本稿は筆者がゼミナールの学生と行ってきた大学の地
域連携の実例と取り組みを通して，地域連携の継続には
どのような課題があるのかを明らかにする。
　大学の地域連携は日本の多くの大学で行われている。
また，積極的に推進されるように求められている（文部
科学省，2021）。高等教育機関としての機能を有する大
学は地域に「開かれた大学づくり」を行い，その専門的
な価値を示しながら地域を支えることを役割として求め
られている（文部科学省，n.d.）。
　文部科学省（2005）は大学の持つ機能を 7つに分類し
た上で，社会貢献（地域貢献，産学官連携，国際交流等）
をその一つとして提示している。その中で，社会貢献の
重要性が強調されるとしながら，地域連携を言わば大学
の「第三の使命」と答申で示している。
　大学の地域連携については，政府を挙げて進めている

ことは他の省庁の取り組みでも確認できる。総務省では
域学連携の中で「大学生と大学教員が地域の現場に入り，
地域の住民や NPO等とともに，地域の課題解決又は地
域づくりに継続的に取り組み，地域の活性化及び地域の
人材育成に資する活動」と定義づけて，地方での課題解
決を大学の使命をとしている（総務省，n.d.）。
　地方では人口減少や高齢化などに伴い，行政だけでは
なく，多様な主体が参画する地域連携が課題解決のカギ
だと考えられている。この現象は東京でも起こっている。
学生の地域の防災のイベントの参加や地域住民との交流
など様々な取り組みがなされている。首都直下地震や南
海トラフ地震が懸念されるため，地域の防災力の向上や
防災の担い手としての学生の存在を含め，大学に求めら
れている役割は大きい。
　現在，東京では地域の防災の担い手とされてきた町会
や自治会に加入する人の割合は低下傾向にある。そして，
町会や自治会といった団体事態の数も減少傾向にある。
つまり，旧来型の地域コミュニティーが機能しないこと
が考えられる。
　大学生は地域住民ではなくとも 4年間その地域で日常
生活を送ることになる。そのため，地域の人的な資源と
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して活用できると考えられる。そして，教員・職員も当
該地域の住民ではないとしても人的資源といえる。
　こうした現状から，地域において大学がその専門知や
資源を活用して，防災限らず積極的に地域社会と関わろ
うとする動きもある。しかし，大学と行政，住民など地
域連携の利害関係者の目的が合致しないこともある。
　そこで，本稿では筆者が学生と取り組んできた「大学
教員主導型」かつ「交流型」の地域連携の事例（地域団
体と教員が地域連携を実践している事例）と大学の学部
と行政機関が地域連携事業として実施しているが，実際
は「大学教員主導型」かつ「課題解決実践型」の事例の
両方を比較することで大学の地域連携の課題と継続に関
する検討をする。

2. 先行研究と地域連携の課題
　大学の地域連携はいたるところで実施されている。そ
の連携も様々である。そこで，ここでは連携のパターン
とその課題について検討をしていく。
　大学の地域連携の課題や改善点は多く存在する。中塚・
小田切（2016）は，大学の地域連携を「交流型」，「価値
発見型」，「課題解決実践型」，「知識共有型」と 4つに分
類しながら，それぞれの連携の特徴と課題について指摘
している。
　「交流型」はいわゆる地域行事やイベントを住民が学
生と行う連携である。学生の人的資源と活動の支援を期
待している。行事やイベントになるため，交流がマンネ
リ化することや継続するためには移動費などの資金が必
要になることを課題としてあげている。
　「価値発見型」は地域の新しい価値を発見するために，
住民と学生などがグループで計画的に行う連携になる。
課題は大学との連携による地域課題の解決までの目的と
その体制づくりにある。
　「課題解決実践型」は具体的な実践により課題の解決
を大学との連携により行う。そのため，多くの時間と資
金が必要になる。また，課題の実践環境も必要となる。
　「知識共有型」は専門知識を教員や大学院生が地域課
題に貢献するために行う連携になる。そのため，単発の
場合もあるが，長期の場合は大学，地域の双方の共有で
きる関係の構築が課題となる。
　以上の分類から，地域連携に関して大学もその意義を
理解しつつも，立地する地域の不安や大学の不満がある
と指摘している。具体的には，大学と地域との間で「地
域連携」に関する意識のズレがあることをあげている。
　また，杉岡（2016）は大学側からの地域連携と指摘を
しつつ，「大学法人主導型」，「大学教員主導型」，「学生

主導型」，「ガバナンス型」の 4つの分類で地域連携の特
徴を明らかにしている。
　「大学法人主導型」は文字通り，トップの方針により，
まちづくりなどについて部分的にまたは単発で行われる
地域連携としている。
　「大学教員主導型」または「学生主導型」については，
大学の特定の教員や学生による専門性を生かした自主的
な取組みが，地域連携を牽引し，結果として，それが大
学全体の公式の取組みへと影響を与える事例のことを指
している。
　最後の「ガバナンス型」については教員や学生の牽引
の結果，大学や自治体の中に地域連携によるまちづくり
に関わる部署や新たなネットワークができ，組織全体を
上げてネットワークを組み，これからのガバナンス社会
へと貢献する事例のことである。
　先行研究の枠組みで考えると筆者の取り組みは「大学
教員主導型」にあたり，一つの事例は地域イベントの企
画者ではあるが参加するため「交流型」と考えられる。
また，もう一つの事例は，法人型に近いが実質は教員と
一部の学生が行政や地域住民と連携を行うこともあるた
め，「大学教員主導型」かつ「課題解決実践型」と「交流型」
の間の取り組みになる。
　次に，大学の地域連携にはどのような課題があるだろ
か。深沼（2010）は大学の地域連携を長期間継続するた
めにはノウハウの蓄積とその工夫が不可欠と指摘してお
り，連携を継続するための課題をあげている。一つ目は，
大学と地域との「地域連携」に関する意識のズレがある
という点である。目的の共有がうまく果たされない場合
には継続が難しい。継続には地域や自治体などの機関も
含め連携に関しての目的も含めた共通の認識がされてい
ることが重要となる。そして，二つ目は，多くの地域貢
献は教員と団体・機関の担当者間の連携による属人的な
点も継続の中で課題として挙げられる。スタートする際
には，それほど負担はないが，活動のための環境の整備，
活動による時間，資金も含めた負担（学生も含む）が考
えられる。つまり，継続には教員または学生への大学に
よるサポートや支援が行き届いてる必要がある。三つ目
に現場ではその知見が還元されても，大学に連携の継続
が還元されてない（方法・学生の扱いなど）点が挙げら
れる。この点は，「教員主導型」では起こりやすいと考
えられる。教員が地域連携を抱えることで大学にその連
携の内容や得た知見を共有されなければ，結果的にその
教員以外は大学として取り組んでいた連携を継続するこ
とができない。そのため，「大学教員主導型」の課題は
この共有をどこまで大学として制度化した取り組みとし
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て，大学内部で蓄積ができるのかが継続に重要だと考え
られる。
　防災に関する地域連携については，阪神・淡路大震災
以降，防災教育として地域に還元を行う大学の取り組み
事例が増えていることが指摘されている（松本・矢田部 ,　
2008）。
　多くの場合，地域の防災力向上や担い手不足の解消な
どの課題を解消するために専門的知見を大学に求め，大
学の教員及び学生が地域にその研究並びに教育を施すこ
とで，社会貢献としての地域連携を実践してきた。地域
の担い手という側面も大きいため，防災は切り口であり，
人的資源としての学生，または学生の視点からの地域の
課題解決に糸口を求める側面もある。さらに，大学は避
難所指定されているケースが多く，利便性が高い点も指
摘できる（本道ら ,　2024）。筆者が所属する大学の地域
には多くの大学があるが，防災または災害に直接関係す
る学部がなかったとしても，防災に関わる地域連携を実
施していることからもこの点は了解できる。
　以上から，大学が地域連携をする際にいくつかの課題
をまとめることができる。「大学教員主導型」の場合は，
教員と地域の思惑が一致している場合は連携が進みやす
い。ただし，その場合は教員，学生が活動できる資金や
環境面での整備は必要である。他方で，課題としては教
員に活動が依存するため，上手くいかなくなると継続が
かなわなくなることである。具体的には，連携を実施す
る時間が取れない，環境が整わないなどである。特に，
大学の支援がない場合には，継続に関しては教員と地域
連携の主体となる担当者の属人的な関係により成立する
と考えるため，その関係者の意識や考えが強固であるか
どうかが要因として考えられる。
　教員主導でも大学の支援があれば，活動が難しくなっ
た場合に環境の提供（教室や作業する場所の確保）や連
携機関との話し合いなどへの介入を通して，継続は可能
になると考えられる。ただし，継続の解消を考えたとき
にどう解消するのかが難しくなっていくこともある。お
互いに不安，不満はありながらも継続すること自体が目
的となる形骸化も考えられる。
　次からは，この点を踏まえた上で，大学の地域連携の
継続に関わる具体的な学部の活動状況と事例について確
認し，継続に関わる実践例から検討をする。

3．大学の地域連携の活動の現状
　筆者が所属する日本大学危機管理学部での地域連携の
活動と現状について論じていく。
　危機管理学部は世田谷区下馬三丁目にある三軒茶屋

キャンパスに所在している。学部の特性のため防災も含
め，防犯など地域連携に関する要望は多くあるが，学部
での地域連携は主に「大学教員主導型」で行われてきて
いる。
　日本大学全体としては，産官学の制度化した連携とし
て各学部の地域連携の状況を更新している。全部で 37

件あり，筆者が所属する学部の取り組み事例は千葉県の
冨里町との 1件になる (日本大学 ,  n.d.)。ただし，この
他にも世田谷警察との協定，熱海市のあじろ家守舎と令
和 6年 2月に締結している協定など地域連携を行ってい
るケースもある。
　世田谷区の HPでは，本学部との地域連携について，
他大学も含め連携している事業が整理されている。そこ
では，地域連携は 2件にとどまり，防災塾と筆者も含め
3名の教員の学生が参加している地域交流ラボとなって
いる（世田谷区 ,　2024a）。
　本学部の地域連携については，教育の方針の中で，社
会連携・社会貢献に関する方針を定め 5つの項目を掲げ
ている。その中で地域連携は「本学の教育研究活動の多
様な成果を地域へ還元するとともに , 新しい知見を吸収
するために , 世田谷区をはじめとする自治体や地域との
連携・交流を推進する。」（日本大学危機管理学部 , 　n.d.）
と記載されている。だが，制度化した取り組みは世田谷
区との地域交流ラボの活動など一部に留まっている。
　次に，どのような点で制度化がされていないのかを論
じていく。筆者の所属する学部のある三軒茶屋キャンパ
スの運用は併設するスポーツ科学部と同じではあるが，
職員からなる事務局と教員からなる学部の委員会の中で
地域連携を推進する部署やそのための制度化した機関が
あるわけではない。当然のことながら，協定を締結する
場合は，学部の執行部会議体（教授会を含む）に諮って
いくことになる。会議体の過程はありつつも，実際に運
営は主体となる教員もしくは職員にゆだねられている。
つまり，運営するための受け皿は制度化されているわけ
ではないという意味になる。そのため，本稿の地域連携
の取り組みで述べる「大学教員主導型」のケースはこの
過程をほとんど踏むことはない。例えば，防災に関連す
る地域の行事について，大学の窓口に地域の住民からの
問い合わせが入ると，関連する専門の教員に連絡があり，
そこで個人として地域からの要請に対して，どのように
引き受けるかどうか判断をしたうえで，対応をすること
になる。他の事案もこのような制度化されていない非公
式ではあるが慣習化されたルートをたどり，各教員のも
とに地域との連携が進められることになる。地域連携の
ためのルートも様々であり，窓口が教育に関することで
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あれば，教学サポート課，教育ではなく地域行事に関わ
る場合は管理マネジメント課と別れているものの，それ
ぞれの担当職員が関連する教員への割り振りを判断した
うえで相談をすることになる。多くの場合，教員と地域
連携の主体とのマッチングが行われた後については，地
域連携についての担当部署または組織があるわけではな
いため，報告義務が生じるわけではない。その結果，今
までどの程度地域連携が行われてきたのかを教員及び事
務で把握していない。教員の地域連携の制度化された組
織もあるわけではないため，結果として地域連携にあた
ることを教員が実践していても，公式なルートで共有を
されているわけではない。
　教授会や専任教員会などで報告事項とされるケース
は，制度化された地域連携の話などに限られる。後述す
る筆者が関わっている地域交流ラボも世田谷区の地域振
興課の事業として他大学も含め実施がされるため，教授
会で参加教員及び実施に関するアナウンスはされる。た
だし，学生と教員の活動についての詳細な取り組みを正
式な会議で報告することはほとんどない。そのため，学
部として世田谷区の下馬地区周辺の地域組織とどの程度
の連携がはかられているのかを知るのは一部の教員と管
轄する管理マネジメント課の事務職員になる。地域連携
を行っている教員及び事務職員については当事者間での
話しの中で進捗や行事の確認などの共有がされることに
なる。
　つまり，教員主導による地域連携は体系的に学部とし
て実施しているのではなく，多くの場合が地域からの要
請があれば，対応できる教員がいる限りにおいて，地域
連携がはかられる。そのため，制度化されたルートはな
い。大学として知を提供して，大学の資源を積極的に地
域に還元するという目的とはやや乖離している。ただし，
教員も教育及び研究に活動が還元できると考えれば，制
度化することによる手続きの煩雑さ（報告・連携の手続
き等）など，制度化していないメリットもある。コスト
を最小化して実践することが出来る地域連携のパターン
であるといえる。
　筆者が行っている都立公園との防災イベントの地域連
携についてはゼミナールの防災教育の活動の実践に位置
付けられており，校舎外の授業届及び行事届を提出する
のみであり，連携機関である都立公園協会からは大学宛
に依頼文書を提出するのみになる。
　以上のように，大学組織の許可はもらうが，教員とそ
の連携機関・団体の担当者とのつながりによる取り組み
がほとんどだと考えられるため，大学からの支援ではな
く，教員個人のリソースの中で実施していく地域連携が

本学部では多数であると考えられる。

4. 世田谷区内での実践事例と課題
　では，地域連携の実践を通してみえてくる課題につい
て筆者が行っている取り組みから検討をしていく。事例
は二つあり，一つは教員と地域連携に関わる事業担当者
間の関係から派生した取り組みになる。もう一つは学部
として事業に参加している世田谷区との地域交流ラボの
取り組みになる。大学の地域連携の継続をするためにど
のような課題があるのかを具体的な事例から考察してい
く。
　防災に関わる地域連携の取り組みとして，世田谷区に
立地する都立砧公園で実施されている防災フェスタに筆
者のゼミナールでは研究活動の一環として 2018年度か
ら参加している。2021年度まで継続的に参加をしていた。
この事例は「大学教員主導型」による連携であり，「交
流型」の地域連携にあたる。
　防災フェスタは災害時には防災公園としての機能を
有する砧公園の防災イベントとして年に一回開催され，
地域住民への防災の知識の啓蒙などを目的としている。
我々のような大学，世田谷区の砧まちづくりセンターな
どの行政機関も含め，様々な団体がそれぞれの防災に関
するブースを出展形式で行われている。砧公園としての
意図は，専門知を有した学生の動員による地域の活力の
期待と地域住民と学生との交流が考えられる。
　公園での様々な危機に関する研究をゼミナールの研究
テーマとして掲げており，砧公園で利用者に対して災害
時の公園利用に関するアンケート調査を実施していたた
め，防災担当者から防災イベントへの参加を求められた。
ゼミナールでの出展の理由は，防災を学んでいる学生
が災害時に役に立つ実践を来場した地域住民に対して紹
介，教えることを通して，自分たちの学んだ専門的な知
識が実践的な取り組みに還元できるのかを確認するため
にある。そのため，砧公園での防災フェスタの毎年のテー
マに合わせて，学生は企画を考えて実践をする。テーマ
の中での企画に関しては，砧公園の管轄である都立公園
協会の防災担当者と教員，ゼミナールの学生が打ち合わ
せを行い，その中で学生たちが来場者にどういう防災教
育を行えるのかを話し合いながら決めていく。最終的な
企画案を作成し，当日にその実施することになる。
　発災直後の企画を担当した際には，避難所の運営に関
する知識を考えるために，静岡県が考案した避難所運営
ゲーム（HUG）を子ども用に改変したカードゲームを実
践した。実際にゼミナールの学生も在籍する学部の「ボ
ランディア論」の授業で体験をしており，教える立場に



54 大学地域連携学研究　4

なることで学びの深度を確認することができる。また，
被災時にはスマートフォンなどの携帯電話がつながらな
い可能性が高いため，公衆電話のかけ方や砧公園も含め
近隣にどこに設置されているのかを来場者に知ってもら
う講習を実施するために，ゼミナールの授業，課外での
活動をした。防災に関わる教育コンテンツを作成して平
時でも災害時に備えて実践することができる取り組みを
主に紹介することを目的として参加していた。
　防災フェスタの参加による地域連携のメリットとデメ
リットと継続については以下の通りになる。
　まず，ゼミナールの学生の学習に関する理解の深遠化
がメリットとして挙げられる。多くの学生は災害に関す
る専門的な教育を主に講義形式で学んでいる。学部のカ
リキュラムでは，2年生次から自然災害，人為的な災害
も含んで専門的に学ぶ「災害マネジメント領域」があり，
その領域に配置されている講義系科目の理解と実践につ
ながると考えられる。危機管理学部の学生としては，将
来的には地方公共団体の職員など災害の現場で働くこと
が想定されるため，インプットした知識をこうしたイベ
ントの際に来場者にアウトプットとして実践し，還元す
ることで専門的な知識をさらなる理解が期待できる。ま
た，来場者である地域住民や都立公園協会の防災担当者
と企画について議論することを通して，学びを具現化す
る力が養われる点もメリットとして挙げられる。公園協
会の防災担当者と実施する内容について現場でのイベン
トを想定した模擬実践を行うことで，上記の点を体験す
ることが出来る。
　一方でデメリットとしては，ゼミナールの学生の授業
外での活動の負担は生じる。企画立案，教員との打ち合
わせ，防災担当者との打ち合わせなど，防災フェスタま
でに当日の実施・運営案を作成するため，演習授業で想
定されている予習・復習の時間も含めても足りないこと
が挙げられる。既存の防災の取り組みを学んだ上で学生
が内容を改善しながら作成をするため，時間を取られる
ことは多い。そのため，授業に関わる時間外活動や目的
に関する学生の事前の理解が欠かせない。
　公園協会にとってのメリットは，地域住民の高齢化や
担い手不足による地域行事への参加に関する問題点が一
時的に解消されることが挙げられる。ゼミナールの学生
が一回とはいえ防災に関わるイベントに参加することに
よる活力は大きいと考えられる。また，前述したように
他の大学や高校などもイベントに参加しているが専門性
の部分での貢献もメリットとして考えられる。
　デメリットとしては，ゼミナールの学生もイベントの
一部を自分たちで運営をすることが初めてという場合も

多く，参加する学生も毎年入れ替わるため，イベント開
催までの過程での防災担当者との意思疎通の難しさなど
が考えられる。
　教員の視点で考えると，教育に関しては以下の点が考
えられる。メリットはイベントに参加することで学部の
目的である危機管理を率先する人材（危機管理パーソン）
のために資することができる点にある（日本大学危機管
理学部 ,  n.d.）。デメリットは，ゼミナールの授業外での
取り組みについては教員も時間や資源を提供する点が挙
げられる。また，授業外の活動時間が多くなるので，学
生の活動状況の管理の点には注意が必要である。作業ス
ペースも限られており，複数のグループで作業場所，時
間が異なることも多いため，活動状況の把握が難しい場
合もある。
　教員と団体の職員の関係によるスタート，いわゆる「大
学教員主導型」による取り組みのため，始めるハードル
は高くない点と連携を継続しない場合の対応が早くでき
る点はメリットである。教員が個人として請け負ってい
るため大学に経緯の説明をするのみで実施できる。また，
教員と学生だけでは用意することができない，学習のア
ウトプットを学外の人に公開する場の提供がされる点に
ある。
　しかしながら，教員主導であるため，大学からの支援
はない。また，学生の理解，教員と団体職員の関係での
継続による脆弱性がある。継続については担当者同士の
関係のみに依存するため，教員がどこまでこの地域連携
が学生の教育に意味があるのか，教員個人の負担がどの
程度あるのか，などの要因に継続は左右されることが多
い。また，連携機関の担当者の防災フェスタに関する考
えも左右する。
　連携開始から，公園の防災担当者が企画内容について
大学内または公園の管理事務所などで議論をしながらイ
ベント当日を迎えていた。コロナ禍以降にはこの学生と
職員間の企画に関わる議論はメールと教員への確認のみ
になっていった。何年も継続して取り組んでいたことに
よるお互いの理解が進み，本学部にお願いしたい内容が
確定していたこともある。ただし，防災教育の内容の改
善や実践に関するアドバイスを事前にもらう機会はなく
なった。この理由は防災に関わる担当者の変更も挙げら
れる。
　コロナ禍により，教員・学生と担当者が対面で合う機
会が限られてたこともあるが，一つは担当者が変更した
ことによる関係性の変化。もう一つはその変更により，
防災フェスタで本学部に求められる役割の共有が上手く
はかられていないことが考えられる。
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　「大学教員主導型」かつ「交流型」の地域連携では，
取り組みに関わる個人（教員・学生・職員）の負担や役
割が大きいため，その点が継続の可否に影響する。ま
た，イベントの目的の共有の齟齬がみられる場合も継続
の可否が決まると考えられる。つまり，交流のマンネ
リ化については指摘することができる（中塚・小田切 ,　
2016）。
　次に，学部が連携している区との事業ではあるが，大
学教員主導型の別の実践事例について検討していく。
　地域交流ラボは「地域活性化事業」の一環として，
世田谷区が実施している取り組みになる（世田谷区 ,　
2024b）。世田谷地域内の大学が参加しており，ぞれぞれ
の大学に所属する学生が区内の地域課題の解決に向けて
研究や調査を行うものである。地域の課題を知るために，
必要に応じて住民へのヒアリング調査や実施されている
行事への参加をする。この過程を 1年間通じて行い，最
終的には学生が掲げた地域課題のテーマについての解決
方法を住民，世田谷区などに提案をする。
　そのため，「課題解決実践型」の地域連携にあたる。
ただし，多くの場合は地域の理解ために住民の取り組み
などを観察するため，学生と地域住民の交流も一つの目
的となっている。その意味では，「交流型」と「課題解
決実践型」のミックスとも考えられる。
　日本大学危機管理学部は地域交流ラボの事業に学部と
して 2022年度から参加している。学部の所管は地域連
携などにあたるため，管理マネジメント課になっており，
大学として参加する教員と学生の意思を確認して活動を
することになっている。そのため，前述の取り組みとは
異なり，教授会など会議体でも実施することの報告は行
われている。ただし，活動に関しては詳細に報告される
ことはないので，継続時期になると参加している教員と
職員が世田谷区と協議をしながら，学部の中で新規で取
り組む教員がいるのかなど話し合いを行い，入れ替えの
可能性も含めて，参加する教員が決まる。ゆえに，参加
している教員が実質的な窓口になるため，「教員主導型」
の取り組みといえる。また，活動については執行部会議
などへの報告と教授会での終了 ,募集の報告など留まる
ため，その内容について多くの教員・学生が実情を知っ
ているわけではない。
　まちづくりと広いテーマのため，多くの教員と学生が
参加可能ではあるが，参加する教員は実質的に固定され
ており，学生もゼミナールなど教員の授業に紐づく参加
になっている。この点は，本学部が執行部会議はあるも
のの，地域連携にかかわる専門の部署や委員会などがな
いため，教員または担当する職員，管轄する部署の一部

のみで行われているデメリットがあると考えられる。地
域交流ラボの世田谷区の担当職員と担当教員が進め方や
方針に関するやり取りを行い，事務局は活動の把握をす
ることに留まる。
　地域交流ラボの参加の経緯は，防災などの取り組みに
ついて世田谷地域には課題が多いため，地域住民と学生
が交流しながら，課題解決の糸口や提案をするような研
究をしている教員に対して世田谷区を通して大学に連絡
があったためである。
　そこで，災害領域の教員と担当事務職員，学務担当の
教員が区と打ち合わせを行い，学生の参加もゼミナール
全体または授業の中で参加者を募りながら，研究教育目
的で事業に参加することになった。
　1年目は地域住民の防災資源の再認識を目的とした防
災ツアーの提案を筆者と学生はテーマとした。課題解決
は 1年間では難しいため，防災力向上や地域の防災の担
い手の課題を解決するために学生が主体的に実施する地
域の防災ツアーを提案した。また，初年度は，ゼミナー
ルの前段階にあたる「危機管理基礎演習」という少人数
の演習による授業で実施することを募集の段階で伝えた
うえで，地域活動をしたいと考える学生と行った。
　この活動の中で地域連携を行ったことによるメリット
がいくつか挙げられる。学生グループが防災に関わる施
設や設備または住民などへのアクセスをする際に世田谷
区の担当者が参加してくれるため，その点は挙げられる。
学生が日ごろ確認できない施設などもめぐることができ
るため，砧公園での取り組みと同じように防災に関わる
現場知を知る点では，学習によい影響を与えると考えら
れる。また，学生個人が作成したツアーの内容や目的は
教員だけではなく，区の担当者も含め確認を行い，提案
までの過程を実施できる点での学習効果も期待できる。
つまり，領域選択をした授業での学びに関してのメリッ
トは砧公園の取り組みと同様にある。区の担当者や地域
の関係者らと施設や設備をめぐるため，防災フェスタの
イベントよりもフィードバックを受ける機会が多く，長
期間継続されるので教育的な効果がより高いと考えられ
る。学生の負担としては，地域行事に多いときは月に 2

回程度参加していることもあり，謝礼として交通費など
は充当されるが，学生の研究と地域連携に関する目的の
理解は欠かせないといえる。
　教員の視点から考えると，防災フェスタと同じく危機
管理を率先する人材（危機管理パーソン）のために資す
ることが挙げられる。デメリットは，授業外での取り組
みに関する管理の負担が挙げられる。世田谷地域といえ
ども，学生が色々な場所へ課外で出かけるため，学生の
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活動状況の把握は必要である。多くの機会があるため，
学生間の授業日程調整や職員との連絡のやり取りなどの
点で負担は少なくない。教員主導になっているため，実
際には区の職員や地域の住民とのやり取りは防災フェス
タより多い点はデメリットといえる。
　しかしながら，地域行事や施設などは住民または区が
参画，管理しているため，その場所を提供してもらい研
究・教育が可能な点は，教員がすべてを開拓し，授業を
作り上げることを考えた場合に負担軽減と考えられる
のでメリットとして挙げられる。区や地域住民はマンパ
ワーの欠如を補う点，活力などのメリットがあると考え
られる。
　継続の観点では，大学が連携しているため，継続をや
めることが難しい点が考えられる。教員主導で様々な課
題解決を学生が取り組むことができる点はメリットがあ
る。しかし，住民への課題解決を提案するため，結果
的には 1年間でその提案を実践まで持っていくことは難
しい。また，その課題解決を期待している住民の要求や
期待の応えることを学生にも求められる点は負担が大き
い。結果として，継続はするが教員と学生のその点につ
いての共通の認識が持っておく必要がある。
　実際に 3年間継続していると，地域行事への参加を他
の教員のゼミナールのグループも含めて積極的に行って
ほしいと期待されることもある。また，大学にこの事業
以外の活動にも関わってほしいとの要望もある。つまり，
岡田（2007）が指摘するような，研究より実質的な貢献
（行事への参加など）を求めてくることが多い。大学へ
の期待にどこまでこたえられるのかという点で継続疲れ
が起こってくる懸念がある。地域の要望の多くは少子化，
担い手不足などを軽減するためのマンパワーの活用を考
えている。そのため，ゼミナールの授業などと考えると，
負担とのトレードオフの関係になる。大学として地域と
の連携の目的の共有をはかることで，そのズレを解消す
ることが継続の可否になってくる。

5. 結論
　本稿は筆者がゼミナールの学生と行ってきた大学の地
域連携の実例と取り組みを通して，地域連携の継続の課
題と今後の可能性を明らかにしてきた。
　事例から確認してきた通り，教員と連携する団体・住
民との関係，学生の意欲の多寡により地域連携が成り
立っている。継続の一つの要因として考えられるが，以
下の問題点を解消することが求められる。
　教員主導型での連携にならざるを得ないにしろ，学部
の地域連携の方針の明確化が挙げられる。確かに本学部

の HP上にはその旨が明記されていたが，現状では積極
的に行っているとは言い難い。また，制度上も執行部会
議での議論と一部の教員のみでの情報共有のとどまって
おり，どこまで地域連携を実施するのか，その方針が組
織全体として明確ではない。そのため，取り組んでいる
教員の主導による取り組みに依存しがちであるため，継
続は教員個人に委ねられえるので脆弱であると考えられ
る。制度を含めた体制づくりや大学の支援が継続のポイ
ントだとするとその点の課題は残る。土屋（2022）も大
学の地域連携は各アクターの犠牲では継続が長続きしな
い点を指摘していることからも明らかである。
　また，両方の事例から，連携するアクターの目的のズ
レの解消や目的の共有が継続に重要であることが明らか
になったが，課題として目的の共有化のズレが挙げられ
る。
　公園協会との取り組みでは，学生への防災の現場知に
関するフィードバックをもらうことなど学習に関わる点
を求めていたが，公園協会からは専門機関として参加す
ることへの意識に重点があり，その点でズレは生じてい
たため，企画に関する両者での事前の交流は減っていっ
た。地域交流ラボでは，学生の課題への提言をするため
の学びの場が地域であることが，地域住民からは防災行
事の担い手として参加する場に意識があり，ズレが生じ
ていたと考えられる。どちらの考えも理解できる。ただ
し，松宮（2006）が社会調査を事例としながらも地域連
携や地域貢献が地域のニーズにこたえると同時に学生の
学習効果につながり，ニーズと研究が有機的につながる
こと指摘していることを踏まえると，目的のズレの解消
が継続の可否につながる。
　また，今回の実践でも明らかになった通り，大学と地
域との連携は教員から考えると学習効果があるように思
えるが，その評価については課題が残る。地域連携に関
する活動を振り返ったうえで，目に見える学習効果を提
示することが求められる。PBLを実践した大学の地域連
携についての課題として学生の学習評価を測定する意義
を指摘している（山口 ,　2020：木村 , 2018）。筆者の地
域連携では，学生に参加したことについてアンケートを
取りながら意見を書かせているものの，学生にとってど
ういう能力が涵養できているのか指標を定める必要があ
る。その点は今後とする。
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